
2001年、商用のIX事業者が複数登場

している。インターネットマルチフィード

株式会社のJPNAPとピハナ・パシフィ

ック・ジャパン株式会社の商用IXであ

る。また、2000年には、学術研究名義

の WIDEプ ロ ジ ェ ク ト が 運 営 す る

NSPIXPがそのトポロジーを拡大し、

NSPIXP2+ができた。商用IXのJPIX

（日本インターネットエクスチェンジ株式

会社）が第2ポイントを湾岸の東京テレ

ポートセンター内に構築し、さらに、名

古屋に進出した。メディアエクスチェン

ジ株式会社の拡大もある。商用IXに接

続する通信事業者の幅も広がっている。

ISPだけではなく、コンテンツ提供事

業者、ASP事業者、データセンター事業

者、ホスティング事業者などにも及んで

いる。これが意味するところは、インタ

ーネットの発展につれて、トラフィック

スケールの拡大が非常に急速であり、ト

ラフィックを生むところがIXに近く存在

することを要求していると見られる。

それらに加えて、地域IXの展開が急で

ある。山梨、富山、岡山など、ローカル

トラフィックを県域内で交換する流れが

続いている。関西において商用IXを待望

する調査報告書が近畿経済産業局から発

表され、事業者に対する呼びかけが始ま

っている。三重県では、志摩半島の阿児

町の海底ケーブルの陸揚げ拠点にインタ

ーネットデータセンターを設営し、そこ

に国際IXを構築することを模索し始めて

いる。

これらの動向の1つ1つではなく、全体

にかかわる問題点をいくつか取り上げて

みたい。

IXのスケールと機能

現在、国際IXにおけるトラフィックは

年率2倍から7倍程度に伸張し、3Gbps

から10Gbpsを超えるにいたった。この傾

向はますます急カーブを描いて増加して

いく。トラフィックスケールの増加に対応

することは、インターネットの安定的運

用とIXの今後に関するもっとも重大な施

策である。それは技術的に対応する方策

を講じる必要があるだけではなく、ポリシ

ーにも影響する。

たとえば、トラフィックベースの課金が

ありうる。ブロードバンドネットワークが

低廉化すれば解消できるといわれてきた

が、IXから先のネット接続がどれくらい

の帯域幅を持つかによって、ピアリング

の相手に課金するといった、IXが始まっ

た当初のトランジット課金のような問題

が、広帯域ネットの場合に増幅して現れ

る場合が考えられる。そのこと自体は、

IX事業に直接影響を及ぼすものではない

けれども、間接的影響を免れるものでは

ない。

分散IX化は、一極集中による弊害を

防止するために必須である。安全性の配

慮、バックアップ効果、ルーティングの

効率化、トラフィック分散によるコスト

低減といった効果をもたらすために、メ

トロポリタンIXや全国分散IXと地域IX

の協働が必要である。

これを追究するとき、日本全国におけ

る海底ケーブルの配置を含めたバックボ

ーンネットの帯域幅の分布、利用可能性

などを考察しなければならない。また、電

気通信事業者間の相互接続ルールのあり

方、ダークファイバー提供事業者とキャ

リアズレートの適応、などの点をも考慮

に入れる必要がある。これらの中にはす

でにIT戦略本部の方針のもとに総務省で

検討され、実施に入る段階にきたものも

ある。

分散IX化を日本全国のトラフィック分

散の構造を考慮しながらすすめることと、

国際回線がIXにつながることをベースに、

アジアハブを意識的に考慮することは、

ひとつながりの問題である。

IXポリシー

4年程前に米国の主要IXの調査を行

い、ピアリングポリシーの検討を行った。

その結果、Bi-lateralとMulti-lateralの

ピアリングポリシーを採用したことは、こ

れまで国際的にほぼ共通の理解をもった

やり方であったといえよう。しかし、IX

の始まりであったMulti-lateral ピアリン

グによる参加者全員の相互接続を義務付

けるやり方をとったCIX流のIXポリシー

が次第に減少して、欧米では、インター

ネットデータセンターにおいてファシリテ

ィーのみを提供するプライベートピアリン

グだけのIXも出現している。

データセンターにとっては、その顧客が

誰でもよく、顧客同士がどんなピアリン

グの協定を選ぼうと関知しない。そのか

わり、顧客の要求に応じて必要な配線を

提供し、できるだけ多くのキャリアがその

データセンターにハウジングして他の顧客

に必要な回線を提供できるようにしてい

る。これは、IX不要論に近いものである

が、トラフィック交換によるインターネッ

トの安定運用の観点からすると、一種の

分散IXファシリティー提供事業であると

いえるだろう。

IX事業者にとって、加入制限事項も

またポリシーのひとつである。ヨーロッパ

のLINX（ロンドン）やAMS-IX（アム

ステルダム）においては、会員の賛意を

得ないと加入できない条項を持っている。

このことは、新しい会員を迎えるうえで

既存ユーザーの保護のみを強めて、新規

ビジネスに参入することを妨げる恐れがあ

る。インターネットの全体の発展にかか

わる問題、すなわち安定運用とスケール

への対応を考えるとき、必要となるビジ

ネス意思決定のスピードが保証されない。

そこでもまた、コンソーシアム型組織の特

性を生かしたオープンポリシーが必要であ

る。
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急速なトラフィックスケールの拡大で
地域分散、国際化など次世代IXの模索が続く

IX事業者動向
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ビジネススキーム

ヨーロッパでは、多くのIXがPublic

IXであり、Not for ProfitのIXであると

主張している。公平性、公開性を原則と

して保持している。しかし、Public IXか

Private IXか、 For Profitか Not for

Profitかが主要な問題ではない。次世代

インターネットに向かう広帯域ネットワー

クの、相互接続におけるトラフィック交

換のスケールを保証していくことができる

ビジネススキームが、インターネット全体

の破綻を防ぐために必要である。また、

そのために十分な費用を確保できなけれ

ばならないという事態が、現在の中心的

課題である。

費用の確保が公的資金をベースにして

いるときには、Public IXの性格を帯びる。

しかし、どこの公的機関も、民間主導で

できることを取り上げていくことはできな

い。競争法体系に移行することが前提と

されているのである。また、Private IX

であるからといって、むやみな利益を追求

すれば顧客が減る。適正な価格でしっか

りしたサービスを提供することで信頼性を

得るところが顧客を獲得する。

CERNのIXでは、CERNが公的機関

であるため、機材の仕入れを値切ること

が困難であり、公的機関の制約が厳しい。

つまり、市場原理による競争をもとにし

た原理が働きにくい。CERNのIXの価格

が高いわけではない。しかし、市場にお

ける優位性を公的機関が誇示することは

できない。

IXがNot for Profitであり、Public IX

であるべきだとする議論がいまだに多い

が、それは現実のIXの発展過程を見てい

ないからであり、公的資金を投入した米

国のNAPsの過去の立ち上がりの場面だ

けを念頭に置いているからである。これら

の点でその議論は間違いである。

その意味で最も参考になるのは、商用

IXの大規模展開を欧州全体で始めようと

するXchangePoint社 のビジネスコ

ンセプトであろう。XchangePoint社の明

らかなことは、かつてロンドンの商用IX

であるLINXをコンソーシアム型IXとし

て立ち上げ、成功に導いたKieth Michel

氏が、LINXに限界を感じ、高度な運用

技術とトラフィックのスケールに対応でき

る商用IXのコンセプトを欧州全体に展開

しようとしている点である。まして重要な

ことは、その大胆なビジネスプランがベン

チャーキャピタルから十分な資金を引き

出しており、かつ中立性を担保している

ことである。

次世代IX技術

「光ループと光クロスコネクト/光スイ

ッチングが次世代技術の核である」

南カリフォルニア大学（USC）の情報

科学研究所（ISI）は、インターネットの

最初の管理組織であるIANA（Internet

Assigned Number Authority）を支え

てきた組織であり、インターネットの基盤

技術に関するセンター的機能を持ってい

る。そこの研究者であるBill Manning氏

は、明確に次世代の技術をそう語ってい

る。

DWDMベースの高速ネットで分散IX

を結ぶ。トラフィック交換は、光クロス

コネクト/光スイッチングである。その実

験プロジェクトがサンノゼ市を中心にした

分散IXで始まっている。

米国におけるこの実験と並んで次世代

IXに と っ て 重 要 と 思 わ れ る の は 、

XchangePoint社の構想である。これに

は技術アドバイザーとして、Randy Bush

氏やRIPEのRob Brokzijl氏らが参加し

ており、IETFの有数の技術者が協力し

ている。

高速スイッチは現在、Foundary社と

Extreme社のものに限定されている。そ

れを超える製品が、光クロスコネクト/光

スイッチングとして登場するであろう。全

体の高速化に伴い、運用管理の技術の高

度化を必要とする。

国際IX展開の可能性

国内における分散IX展開は必然的に国

際のキャリア、特に海底ケーブルを日本

に陸揚げしてくる事業者を対象とせざる

を得ない。海底ケーブルの陸揚げ地点に

インターネットデータセンターを構築でき

るようなところに、たとえば三重県志摩

半島のようなところに、国際IX展開の可

能性が存在すると考えられる。

また、アジアの各国の状況を見ると、

IX同士が提携していく可能性のあるとこ

ろがいくつか浮上する。韓国、中国、香

港、台湾、シンガポールなどである。

これらの国々では、高速化が進展し、

今後のトラフィックの伸びも顕著である。

韓国では10Gbpsを超えるIXが存在する

し、高速化が急速である。そこではアプ

リケーションが大容量化して、対戦ゲー

ム、アダルト系ビデオ、映像アーカイブ

によるビデオオンデマンドが飛び交ってい

る。その経験は米国に近いものがある。

ブロードバンドサービスの進展が、より大

きなトラフィックを生み出し、インターネ

ットの安定的運用が新しい段階を迎えて

いく。これと手を結んでいくことで、IX

事業者は新たな展開が図れるであろう。

新サービスの可能性

今後、IX事業者が提供する新サービス

として、次のようなサービスが考えられる。

−IPv6のIXサービス

−マルチキャスティングIX

−ブロードバンドIX

−インターネットデータセンターとの協業

（高橋徹　株式会社インターネット戦略研究所）

www.xchangepoint.net
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